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熱中症警戒アラートの基本的な考え方

熱中症の危険性が極めて高い暑熱環境が予測される際に、その危険性に対する国民の
「気づき」を促し、予防行動に繋がるものとなるよう設計する必要がある。

熱中症の危険性が極めて高い暑熱環境が予測される際に、効果的に活用されるよう、
適切な頻度となるよう設定する必要がある。

周知する際には、情報を受けてどのような予防行動をとるべきかについての情報も、
併せて周知する必要がある。

情報は、受け手が理解しやすい内容となるよう、呼びかける内容を単純化する、具体
的に取るべき予防行動を含める、名称や色づかいをわかりやすいものとする、等の工
夫を行う必要がある。

熱中症対策については、環境省や各主体が測定する「暑さ指数」や、他の様々な情報
と組み合わせて、より一層推進することが重要である。

国民や様々な関係団体（特に学校関係や医療・保健・福祉関係）に情報が届き、実際
の対策に結びつくように、関係省庁、自治体、報道機関、その他民間企業等に周知や
活用について協力いただくよう呼びかける必要がある。

出典：熱中症予防対策に資する効果的な情報発信に関する検討会報告書(令和３年１月)
より抜粋
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熱中症警戒アラートについて
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熱中症警戒アラート リーフレット・ポスター

リーフレット
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熱中症警戒アラートの伝達経路①
（防災気象情報と同じ経路）
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熱中症警戒アラートの伝達経路②
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熱中症警戒アラートの令和２年夏の先行実施について
令和２年夏の実績
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地方公共団体における効果的な熱中症予防対策
の推進に係るモデル事業

各地方公共団体が、それぞれの地域特性を踏まえた上で、多様な関係主体に
よるアプローチ「共助」の取組や、地方自治体が「自助」「共助」の後押し
を含め包括的・体系的に熱中症対策を実施する「公助」の取組を推進するた
めに、全国よりモデルとなって必要な対策の検討・実行等を行っていただく
地方公共団体を公募した。

公募の結果、上野村、豊島区、川崎市、多治見市、浜松市、京都府、吹田市、
福岡市の8自治体を採択した。

地方公共団体が事業期間中に取り組む主な内容は、以下のとおりである。
地方公共団体内の熱中症リスクの評価

地方公共団体において令和４年度以降も継続的に熱中症対策に取り組むための総合的な計
画（熱中症警戒アラートが発表された際の対応を含む）の策定

熱中症対策について地方公共団体内外の関係者と定期的に情報共有・意見交換を行うため
の体制の整備

令和３年夏の熱中症対策の試行的実施

出典：令和３年度地方公共団体における効果的な熱中症予防対策の推進に係るモ
デル事業公募要領(令和３年１月)より抜粋
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モデル事業における取組事例(1/2)

モデル事業での熱中症警戒アラートが発表された際の対応

自治体 対応

上野村 「熱中症警戒アラート」を広報する場合、方言の使用し、かつ補足説明（例：暑さ指数が31で

危険→「おまちと同じに暑い」※と表現）をつける。また、文章を読むことが苦手な高齢者が多

いため、挿絵や図を用いたチラシを配布する。

※上野村の高齢者は、中核都市などを「おまち」と呼び、暑い所と認識している。

豊島区 区民ひろば等に暑さ指数（WBGT）計を設置し、暑さ指数（WBGT）を測定する。また同施設に

タブレット端末を設置し、暑さ指数(WBGT)及び警戒レベルをイラストで表示。

川崎市 自宅周辺での活動が比較的に多い高齢者向けの普及啓発

として、熱中症警戒アラートの運用期間中に、ごみ収集

車に熱中症対策のマグネットポスターを貼付。

また、一部の市民利用施設において、熱中症警戒アラー

トが発表されたことを示す立て看板等の掲示物を掲出。

多治見市 暑いまちの暮らしをテーマとした動画を制作。老若男女にわかりやすく、また観たくなるものと

して多治見市民へ向け、ネット放送で発信する。動画のなかで、市民の熱中症予防対策の様子や、

熱中症警戒アラートの知識等について紹介する。
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モデル事業における取組事例(2/2)

自治体 対応

浜松市 熱中症予防対策を啓発するため、市民の認知度が高く集客が見込める気象予報士を講師とした講演

会を実施する。参加者には熱中症警戒アラート周知チラシを配布して熱中症予防対策を啓発する。

京都府 (1)熱中症警戒アラートが発表された際の府民、関係団体、事業者等への周知、広報方法等を検討

し、確立する。京都府の防災・防犯メールの活用を検討している。

(2)府民が訪れる保健所、京都市関係施設等に暑さ指数（WBGT）計及びモニタを設置し、測定結

果及び設置場所における１時間ごとの熱中症リスク（48時間先までの予測）等をモニタに表示す

る。

吹田市 市民に対しては、市報やポスターを活用しを活用し、熱中症警戒アラートの登録を促す。また、市

職員に対しては可能な限り、熱中症警戒アラートの登録をさせ、迅速に、各所管における熱中症対

策に努めてもらう。

福岡市 熱中症警戒アラートの情報を福岡市専用の熱中症情報ホームページへ掲載する。また、既に福岡市

LINE公式アカウント、防災メール等により、暑さ指数（WBGT）31以上で注意喚起を行っている。

全庁に対し、熱中症警戒アラート及び福岡市防災メール（市内暑さ指数（WBGT）31以上）の何

れかを各所属で行う熱中症対策に活用するように促している。

モデル事業での熱中症警戒アラートが発表された際の対応








